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本日お伝えしたいこと
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•2025年3月期は、国内建設事業の採算改善を主因に、
期初想定の利益を上回る。ROEは6.6%。より高い収益
性を目指すため、工事の安全・品質確保の徹底、生産性
向上へ継続的に取り組む。

•中長期的な成長に向け、人的資本投資を拡大。

•東急グループが最大注力する渋谷駅周辺再開発事業が
第２フェーズに入る。強みを活かし、エリア価値と当社グルー
プの企業価値向上を図る。



2025年3月期
決算概要
2025年3月期 決算説明会
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2025年3月期 決算ハイライト
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受注高（個別）※ 3,810億円

市場環境
• 国内建設投資は堅調に推移。業界の繰越工事高が高水準となり、競争環境は改善。

• 資機材価格は高止まり。労務費の上昇はあったものの、想定範囲内。

• 過去最高。建築は注力分野の案件を着実に受注し大
幅に増加。受注時採算改善。

• 海外土木は大型ODA案件を受注。

売上高 2,931億円

営業利益 88億円

親会社株主に帰属する

当期純利益 66億円

• 建築（個別）は前年並み。リニューアルが増加。

• 土木は海外が減少したが、国内が増加し全体で増加。

• 不動産は保有物件の売却により増加。

• 建築、土木ともに利益率が改善したことにより、売上総
利益額は前期比26億円増加。

• 人的資本投資の増加等により、販管費は19億円増加。

• 営業利益は増加したものの、為替差損の発生、税金費
用の増加等により、減益。

※ 東急建設(株)個別の金額

1株当たり

配当金 38円
• 自己資本配当率（ＤＯＥ）4.0％以上を目標とした

配当方針に基づき、１株当たり年間配当金38円（中
間配当金19円、期末配当金19円）。

+36.9％
前期比

+25.4％
期初計画比

+2.6％
前期比

△5.4％
期初計画比

+8.4％
前期比

+76.8％
期初計画比

△8.7%
前期比

+50.7％
期初計画比

+1円
前期比

±0円
期初計画比
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2025年3月期 連結・個別PL
手持工事が順調に進捗。不動産事業や子会社の建築リニューアル事業の増収により、売上高は、前期実績を
上回る。販管費が増加したものの、売上総利益の増加により、営業増益。
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連結 個別

（百万円）
2024年3月期

実績
2025年3月期

実績 増 減※ 2024年3月期
実績

2025年3月期
実績 増 減※

完成工事高

建築 215,591 75.4 219,684 74.9 ＋4,093
＋1.9％ 192,909 74.1 191,764 72.7 △1,145

△0.6%

土木 66,897 23.5 68,486 23.4 ＋1,589
＋2.4％ 66,299 25.4 68,116 25.8 ＋1,817

＋2.7％

計 282,488 98.9 288,170 98.3 ＋5,682
＋2.0％ 259,208 99.5 259,880 98.5 ＋672

＋0.3％

不動産事業等売上高 3,192 1.1 4,968 1.7 ＋1,775
＋55.6％ 1,417 0.5 4,064 1.5 ＋2,647

＋186.8％

売上高 285,681 100.0 293,139 100.0 ＋7,457
＋2.6% 260,626 100.0 263,945 100.0 ＋3,319

＋1.3％

完成工事総利益

建築 ― ― ― ― ― 13,795 7.2 15,532 8.1 ＋1,737
＋12.6％

土木 ― ― ― ― ― 6,238 9.4 7,757 11.4 ＋1,519
＋24.4％

計 23,402 8.3 26,476 9.2 ＋3,074
＋13.1% 20,034 7.7 23,290 9.0 ＋3,256

＋16.3％

不動産事業等総利益 2,680 84.0 2,239 45.1 △440
△16.4% 2,428 171.3 1,871 46.0 △556

△22.9％

売上総利益 26,082 9.1 28,716 9.8 ＋2,633
＋10.1% 22,462 8.6 25,162 9.5 ＋2,699

＋12.0％

販売費及び一般管理費 17,927 6.3 19,876 6.8 +1,949
+10.9% 16,709 6.4 18,391 7.0 +1,681

+10.1%

営業利益 8,155 2.9 8,839 3.0 ＋684
＋8.4％ 5,752 2.2 6,770 2.6 ＋1,018

＋17.7％

経常利益 9,736 3.4 9,701 3.3 △34
△0.4％ 6,996 2.7 6,911 2.6 △84

△1.2％

親会社株主に帰属する
当期純利益 7,266 2.5 6,631 2.3 △635

△8.7% 5,147 2.0 3,896 1.5 △1,250
△24.3％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

※上段は増減額、下段は増減率
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親会社株主に帰属する当期純利益の増減要因
完工総利益が増加したものの、販管費の増加、為替差損などにより、当期純利益は減少。

（百万円） △635
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7,266
2024年3月期

+3,074 △440 △1,949△ 943 ＋396 ＋510 +203 △98

2024年3月期

17,927
2025年3月期

19,876

・人的資本投資
・研究開発・デジタル・イノベーション創出の費用を計上

親
会
社
株
主
に
帰
属

す
る
当
期
純
利
益
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利
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△ 124
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加

△797

完工総利益の増減
個別：＋3,256
子会社※：△182
※連結調整含む

△467
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13,778 13,795
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2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

利益率

5,205 9,186 11,413

165,936 156,270
161,831

20,012 26,455 18,467
897 996 51

192,052 192,909 191,764

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

海外

東急G

一般民間

官公庁

（百万円） （百万円）

完成工事高 完成工事総利益

＋0.9pt

完成工事高は、前期からの繰越工事が順調に進捗。完工総利益は、好調な受注環境と追加変更工事の獲得など
により前期から増加。

個別業績 建築事業（完成工事高・完成工事総利益）

5

△0.6%
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9,730
27,717 36,128

162,823

172,924

226,087

10,652

17,965

21,624

343

158

51

183,550

218,765

283,892

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

海外
東急G
一般民間
官公庁

個別業績 建築事業（受注高）
注力分野の案件を着実に受注するなど、好調な受注環境を背景に大幅に増加。一般民間は、東急百貨店本店跡
地再開発（(仮称)Shibuya Upper West Project本体工事）をはじめとして複数の大型案件を受注。

主な受注案件
（百万円）

受注高

6

発注者 工事名 工事場所

国土交通省 国立京都国際会館展示施設増築他建
築工事 京都府

南九州市 南九州市新庁舎建設建築工事 鹿児島県

三井不動産株式会社 （仮称）三井不動産ロジスティクスパー
ク入間Ⅰ新築工事 埼玉県

東日本旅客鉄道
株式会社 原宿駅旧駅舎跡地開発 東京都

積水メディカル
株式会社

積水メディカル創薬支援センター新本館
建設工事(建築工事） 茨城県

ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ
株式会社

ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ株式会社仙台工場
精練棟2026 増築工事 宮城県

渋谷西開発特定
目的会社

(仮称)Ｓｈｉｂｕｙａ Ｕｐｐｅｒ
Ｗｅｓｔ Ｐｒｏｊｅｃｔ 本体工事 東京都

株式会社ジェイアール
東日本物流 市川二俣物流倉庫新築工事 千葉県

掛川市・袋井市病院
企業団

令和６年度～令和８年度債務負担行
為掛川市・袋井市病院企業団建設改良
事業病院整備１期工事(建築)

静岡県

学校法人立教学院 (仮称)立教大学新研究室棟建設工事 東京都

東急電鉄株式会社 長津田車両工場改良工事(建築工事そ
の３：Ａ棟・Ｂ棟新築工事他) 神奈川県

＋29.8%
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3,450
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2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

利益率

37,080 34,297 37,595

13,686
14,671

15,233

5,036 6,779
8,3784,521

10,550
6,90960,325

66,299 68,116

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

海外

東急G

一般民間

官公庁

（百万円）

＋2.7%

（百万円）

完成工事高 完成工事総利益

個別業績 土木事業（完成工事高・完成工事総利益）
完成工事高は、手持工事の順調な進捗により前期を上回る。完工総利益は、完工高の増加に加え、国内工事
の採算改善により増加。

7

＋2.0pt
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37,644
31,639

38,559

19,328

16,774

13,925

4,812

7,260

11,755

22,456

3,901

32,966

84,242

59,575

97,206

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

海外
東急G
一般民間
官公庁

個別業績 土木事業（受注高）
国内は、国土強靭化計画など底堅い需要がある中、官公庁の上下水道やトンネル工事、災害復旧工事などを着実
に受注、東急G・民間では鉄道工事が回復。海外は、ODA大型案件の受注により大幅に増加。

主な受注案件
（百万円）

受注高

8

＋63.2%
発注者 工事名 工事場所

国土交通省 県道覚井一武線災害復旧 球磨大橋
下部工（Ｐ１・Ｐ２）工事 熊本県

国土交通省 Ｒ６ 能越道穴水道路復旧その１工事 石川県

農林水産省 吉野川北岸二期農業水利事業柿原調
整池拡張工事 徳島県

東京都 芝浦水再生センター主ポンプ棟建設そ
の７工事 東京都

東京都世田谷区
橋梁下部工事（補助第216号線4号
橋）【大蔵五丁目10番から大蔵三丁
目3番先】

東京都

東京電力パワー
グリッド株式会社 石川町2丁目付近管路新設工事 東京都

京浜急行電鉄
株式会社

〔穴守稲荷駅上りプラットホーム拡幅工
事〕土木・建築工事 東京都

東急電鉄株式会社 東横線鶴見川橋梁改修等工事（土木
工事） 神奈川県

東急株式会社 東急百貨店東横店西・南館解体工事
その３ 東京都

バングラデシュ
人民共和国
道路交通橋梁省

マタバリ港アクセス道路建設工事(中央
工区)ＣＷ－３ｂおよび(東工区)ＣＷ
－３ｃ

コックス
バザール
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連結貸借対照表
自己資本比率は前期末比0.7ポイント低下し37.1％。
D/Eレシオは、短期借入金減少に伴い0.26倍。

（百万円）
2024年3月末 2025年3月末 増減額

流動資産 206,541 216,723 +10,182

有形・無形固定資産 23,938 24,863 ＋924

投資その他の資産 34,045 32,728 △1,317

資産合計 264,525 274,315 +9,790

流動負債 137,388 147,299 ＋9,911

固定負債 26,347 24,348 △1,999

純資産 100,789 102,667 ＋1,877

負債・純資産合計 264,525 274,315 +9,790

自己資本比率（%） 37.8 37.1 △0.7pt

有利子負債 54,728 26,711 △28,016

D/Eレシオ（倍） 0.54 0.26

ネットキャッシュ △22,605 12,954 ＋35,559

− 流動資産
• 現金預金 ＋7,543

− 固定資産
• 投資有価証券 △2,138

− 流動負債
• 支払手形・工事未払金等 ＋12,374
• 電子記録債務 +3,849
• 短期借入金 △27,626
• 未成工事受入金 ＋12,623
• 完成工事補償引当金 △1,657
• 工事損失引当金 △596
• 預り金 +7,984

− 固定負債
• 長期借入金 △390
• 不動産事業等損失引当

金 △715

− 純資産
• 利益剰余金 ＋2,592
• その他の包括利益累計額 △1,210

主な増減要因

9
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キャッシュ・フロー
営業キャッシュフローの増加によりフリーキャッシュフローはプラスとなる。

（百万円）
2024年3月期 2025年3月期 概況

営業活動によるCF △54,023 40,719 仕入債務、未成工事受入金の増加等により資金増加。

投資活動によるCF △1,399 △1,595 有形及び無形固定資産の取得による支出等により、資金減
少。

（フリーキャッシュ・フロー） △55,422 39,124 ―

財務活動によるCF 28,523 △31,878 短期借入金返済等により資金減少。

現金及び現金同等物の増減額 △26,771 7,723 ―

現金及び現金同等物の期首残高 58,714 31,942 ―

現金及び現金同等物の期末残高 31,942 39,666 ―

10



稼ぐ力の再構築の成果
2025年3月期 決算説明会
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稼ぐ力の再構築（現場力の強化）
将来的な競争優位の源泉となる人材獲得・育成に対応すると同時に、戦略項目ごとに方針を定め稼ぐ力を再構築。
現場力を強化し、お客様の期待に継続的に応えていく。

建設業界において、安全・品質事故が多発。当社においても、過去
の品質問題発生から、体制・仕組み、組織風土を見直しが必要。
事故防止に向けた社員意識の向上、協力会社を含めたヒューマンエ
ラーによる逸失利益の防止を図る。

安全・品質

• 受注時採算性の改善

• 注力分野、強みを発揮できる案件での受注拡大

• 新規顧客からの引き合い増加

• 大きな逸失利益につながる安全・品質事故の発生ゼロ

• 安全遵守・品質確保の意識向上

営業力
大手を中心に手持工事が積み上がり、準大手以下のゼネコンにおい
ても施工リソースの問題から受注を回避する案件も見られる。
このような中、注力分野、採算性を意識した取り組み判断の徹底、
提案力の強化、営工一体の取り組みを通じて利益向上を図る。

生産性・労働力
採算性の低い大型案件が利益額に影響を与える。
このため、本部・支店の支援体制をさらに充実し作業所の業務負荷
低減、建設生産システムの継続的な改善による生産性、効率性向
上により利益改善を図る。

• 本支店の連携、省力化工法を通じた働き方改革の実現

• ICTツールの活用、協力会社との連携強化による施工リソー
ス確保

建築リニューアル
• 強みを生かせる分野で、施工効率や受注時採算を強く意識

した案件の受注拡大
リニューアル市場は拡大が続いている。注力案件の取り組み判断、
大型リニューアル案件への注力による利益向上を図る。

人材投資
人材投資が同業他社に大きく劣後しており、速やかな対策が必要。
このことから、改めて人材を柱とした将来的な競争力の強化を図り、
企業価値を向上させる。

• 将来的な競争優位の源泉となる人材獲得・育成に対応

• 人的資本投資拡大による人材力強化を推進

戦略項目 背景・方針 成果

11

P12

P6、8、14、32

P33、34

P18

P29、35



Copyright(C) Tokyu Construction. All rights reserved.

組織風土の改革

2021年

7月26日

11月8日

施工中工事における
基礎杭の先端不良について
（ 続報）

5月19日

業績予想の修正
（ ～ 損失・費用計上）

原因究明と再発防止

過去の品質問題発生から、体制・仕組みおよび組織風土を見直し、再発防止を徹底。
経営層と全従業員との対話活動を通じ、安全遵守・品質確保の意識を徹底して根付かせる。

施工品質の向上・信頼回復に向けた取り組み

施工中工事における
基礎杭の先端不良について
（ 公表）

2022年
再発防止の取り組みの開示

11月18日

2021年度、以下3点が判明

責任の明確化

現場の情報共有・
人材育成の強化

施工品質
管理体制の強化

原
因

再
発
防
止

以降 ►再発防止策の継続

►組織風土改革の深化

• 特殊な施工条件への認識・管理不足
• 品質への意識・倫理観の希薄化

• 役員報酬の一部自主返上
• 短期業績連動部分の無報酬（2022年度）

• 経営へ直結する事故・トラブル速報メールの導入
• 内部通報制度の拡充
• 施工管理教育・育成プログラムの見直し

• 本部品質管理部門の新設
• 現場への人的・技術的支援体制の構築

• 全社コンプライアンス教育
• コミュニケーション活性化施策（従業員と経営の対話活動）

• 現場における世代間コミュニケーションギャップ
• 本社・支店による現場支援の不足

品
質
問
題
の

概
要

対
応
経
緯

駅改良工事での
基礎杭先端不良・データ改ざん1

過年度の土木工事での
仮設物残置2 過年度の建築工事での瑕疵3

1

1 3

1

12



2026年3月期
通期業績予想
2025年3月期 決算説明会
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2026年3月期 業績予想ハイライト
売上高は、過年度に受注した大型工事の進捗により、増加。
人材・DX投資により販管費が増加するものの、売上総利益増加により、営業増益。

13

受注高（個別）※ 3,040億円

市場環境 • 国内建設投資は堅調に推移する見通し。米国の関税政策による日本経済への影響を注視。

• 資機材価格は高止まり。今後、業界全体の繁忙期を控え、労務ひっ迫による価格上昇懸念。

• 建築は、採算性確保と施工リソース状況を考慮した受
注判断を継続。土木は、前年度海外大型案件の反動
減により、減少。

売上高 3,380億円

営業利益 95億円

親会社株主に帰属する

当期純利益 73億円

• 建築は、過年度に受注した再開発、物流施設、官公
庁工事等の大型工事の進捗により、増加。

• 土木は、国内工事の進捗により、増加。

• 人材・DX投資により、販管費が増加するものの、売上
総利益増加により、営業増益。

• 経常利益の増加、税金費用の減少により、増益。

※ 東急建設(株)個別の金額

△20.2％
前期比

+15.3％
前期比

+7.5％
前期比

+10.1％
前期比
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個別受注高（予想）
建築は、施工キャパシティや収益性を考慮した受注活動を継続。注力案件を確実に受注につなげる。
土木は、前期の海外大型工事の反動減により、減少。国内官公庁案件を中心に受注獲得を目指す。

（百万円）

2025年3月期 2026年3月期
増減率 増減額

実績 予想

国内官公庁 36,128 24,000 △33.6% △12,128
国内民間 247,711 216,000 △12.8% △31,711

内、一般民間 226,087 136,000 △39.8% △90,087
内、東急グループ 21,624 80,000 270.0% 58,375

海外 51 ― △100.0% △51
建築 283,892 240,000 △15.5% △43,892

国内官公庁 38,559 40,500 5.0% 1,940
国内民間 25,680 22,500 △12.4% △3,180

内、一般民間 13,925 9,900 △28.9% △4,025
内、東急グループ 11,755 12,600 7.2% 844

海外 32,966 1,000 △97.0% △31,966
土木 97,206 64,000 △34.2% △33,206
建設計 381,098 304,000 △20.2% △77,098

14
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連結 個別

（百万円）
2025年3月期

実績
2026年3月期

予想 増 減※ 2025年3月期
実績

2026年3月期
予想 増 減※

完成工事高

建築 219,684 74.9 ー ー ー 191,764 72.7 232,000 75.1 ＋40,235
＋21.0％

土木 68,486 23.4 ー ー ー 68,116 25.8 71,000 23.0 ＋2,883
＋4.2％

計 288,170 98.3 331,000 97.9 ＋42,829
＋14.9％ 259,880 98.5 303,000 98.1 ＋43,119

＋16.6％

不動産事業等売上高 4,968 1.7 7,000 2.1 ＋2,031
＋40.9％ 4,064 1.5 6,000 1.9 ＋1,935

＋47.6％

売上高 293,139 100 338,000 100 ＋44,860
＋15.3％ 263,945 ― 309,000 100 ＋45,054

＋17.1％

完成工事総利益

建築 ― ― ― ― ― 15,532 8.1 18,600 8.0 ＋3,067
＋19.7％

土木 ― ― ― ― ― 7,757 11.4 7,000 9.9 △757
△9.8％

計 26,476 9.2 29,000 8.8 ＋2,523
＋9.5％ 23,290 9.0 25,600 8.4 ＋2,309

＋9.9％

不動産事業等総利益 2,239 45.1 1,100 15.7 △1,139
△50.9％ 1,871 46.0 1,000 16.7 △871

△46.6％

売上総利益 28,716 9.8 30,100 8.9 ＋1,383
＋4.8％ 25,162 9.5 26,600 8.6 ＋1,437

＋5.7％

販売費及び一般管理費 19,876 6.8 20,600 6.1 +723
+3.6% 18,391 7.0 19,200 6.2 ＋808

＋4.4％

営業利益 8,839 3.0 9,500 2.8 ＋660
＋7.5％ 6,770 2.6 7,400 2.4 ＋629

＋9.3％

経常利益 9,701 3.3 10,000 3.0 ＋307
＋3.1％ 6,911 2.6 7,200 2.3 ＋288

＋4.2％

親会社株主に帰属する
当期純利益 6,631 2.3 7,300 2.2 ＋676

＋10.1％ 3,896 1.5 5,600 1.8 ＋1,703
＋43.7％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

※上段は増減額、下段は増減率

2026年3月期 連結・個別PL（予想）
売上高は、建築を中心とした大型工事の進捗により、過去最高を見込む。
売上高の増加により営業増益。

15
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11,413 24,000

161,831 

186,000 

18,467 

22,000 

51

0
191,764

232,000

8.1%
8.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

2025年3月期 2026年3月期（予想）

海外

東急G

一般民間

官公庁

利益率

個別業績予想 建築事業
完成工事高は、手持大型工事が進捗し大幅に増加。過年度に受注した低採算工事の影響や労務コスト上昇を見
込むため、利益率は前期並み。本支店から作業所への支援強化やデジタル活用により逸失利益防止と生産性向上
に努める。

（百万円）

2025年３月期
実績

2026年3月期
予想

期首繰越高 289,782 381,911

受注高 283,892 240,000

完成工事高 191,764 232,000

次期繰越高 381,911 389,911

＋21.0%

（百万円）

完成工事高・完工総利益率 繰越工事高

△0.1pt

16



Copyright(C) Tokyu Construction. All rights reserved.

37,595 36,600

15,233 19,800 

8,378 
9,600 

6,909
5,000

68,116 71,000

11.4% 9.9%

-10.0%
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0
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2025年3月期 2026年3月期（予想）

軸
ラベ

ル

海外

東急G

一般民間

官公庁

利益率

個別業績予想 土木事業

（百万円）

2025年３月期
実績

2026年3月期
予想

期首繰越高 107,597 136,686

受注高 97,206 64,000

完成工事高 68,116 71,000

次期繰越高 136,686 129,686

（百万円）

完成工事高・完工総利益率 繰越工事高

過年度に受注した国内における繰越工事が進捗し、完成工事高が増加。
追加設計変更を獲得することにより、さらなる利益率の改善を目指す。

△1.5pt

17

＋4.2%
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24,189
27,157 26,940

13.0% 15.5% 11.8%

△80.0%△78.0%△76.0%△74.0%△72.0%△70.0%△68.0%△66.0%△64.0%△62.0%△60.0%△58.0%△56.0%△54.0%△52.0%△50.0%△48.0%△46.0%△44.0%△42.0%△40.0%△38.0%△36.0%△34.0%△32.0%△30.0%△28.0%△26.0%△24.0%△22.0%△20.0%△18.0%△16.0%△14.0%△12.0%△10.0%△8.0%△6.0%△4.0%△2.0%0.0%2.0%4.0%6.0%8.0%10.0%12.0%14.0%16.0%18.0%20.0%22.0%24.0%26.0%28.0%30.0%32.0%34.0%36.0%38.0%40.0%42.0%44.0%46.0%48.0%50.0%52.0%54.0%56.0%58.0%60.0%

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期（予想）

売上高
売上総利益率

※建築リニューアル事業は、同事業を行う子会社の東急リニューアル・東建産業の数値を単純合計したもので内部取引消去は考慮しておりません。

23,862
25,731

27,500

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2024年3月期 2025年3月期 2026年３月期（予想）

• 需要が堅調のなか、生産性と利益水準を意識した戦略的な受注活動を推進。

建築リニューアル事業
2025年3月期は、旺盛なリニューアル需要のなか、生産性の高い案件への取り組みが奏功。2026年3月期は、良
好な受注環境を背景に受注高・売上高の増加を見込む。

（百万円）
（百万円）

今後の方針

外部環境

受注高売上高・売上総利益率

• インバウンド関連物件を中心に投資意欲の活発な状況が続く。

18
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9,680
15,215

9,545 7,960

△23.4%

8.4%
△3.6%

9.1%

△100.0%

△70.0%

△40.0%

△10.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期
（予想）

売上高
売上総利益率

国際事業
ODA（政府開発援助）案件への取り組みを事業の中心とする。
TOD  ※1への参画などバリューチェーンの川上・川下へ事業領域の拡大を図る。

※1 Transit Oriented Developmentの略。公共交通機関に基盤を置き、自動車に依存しない社会を目指した都市開発
※2 東急建設㈱個別の国際事業、海外子会社を単純合計したもので内部取引消去は考慮していません（海外子会社：TokyuConstructionIndonesia社、GoldenTokyuConstruction社、IndochineGroup、TokyuPacificConstruction社）

 ODA案件の受注拡大、非ODA事業への参入

 各国パートナー企業と協業しTODのまちづくりなど
に注力

 人材・組織戦略の実行による成長基盤の強化

売上高・売上総利益率※2

決算概要

• 2025年3月期は、手持工事進捗が想定を下回り、売上高減。利
益率は海外子会社の損失引当金計上等により前年度から悪化。

• 2026年3月期は、前期の損失悪化要因の解消により、利益率改
善を見込む。前年度に受注した大型ODA案件の着工準備を進め
る。

事業の
強み

外部環境

• 東急線沿線の都市開発や国内外での鉄
道・道路工事で培ったノウハウ・技術

• 日系ゼネコンとして高い技術力と品質管理
能力を持つ

• 東南・南アジアにおけるインフラ整備ニーズの
高まり

• アジア系建設会社の成長による受注競争
• 政変、為替、関税リスクなどの不確実性の

高まり

今後の方針

（百万円）

19
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不動産事業
環境分野への感度が高い顧客層をターゲットに、建設事業とのシナジーを生かした賃貸事業・開発事業・築古物件の
再生などバリューアッドな環境不動産を提供。賃貸収益と物件売却による循環型不動産事業で資本効率を高める。

※ 東急建設㈱個別損益計算書の不動産事業等売上高、売上総利益の数値

事業の
強み

外部環境

• 東急グループ各社と連携した中小型物件を
メインターゲット

• 総合建設会社のシナジーを最大限活用した
不動産開発・不動産バリューアッドを推進

• 省エネ技術の活用や、不動産の長寿命化、
安心安全な空間の提供など、付加価値を
高めた価値提供

• 建物の老朽化が進展
• 環境不動産ニーズが拡大
• 仕入、工事費の高騰による事業コスト増を懸

念

 ゼネコンの強みを生かし、環境不動産の取り組み、
自社「TQブランド」化を推進し価値を高める

 強みを持つ首都圏エリア以外の地方主要都市で、
物件取得を推進

今後の方針

（百万円）

※ 東急建設㈱個別損益計算書の不動産事業等売上高、売上総利益の数値

売上高・売上総利益率※

決算概要

• 2025年3月期は、賃貸収入のほか一部保有物件の売却し、増収。
不動産事業等損失引当金の戻入額減少し、利益率は減少。

• 2026年3月期は、堅調な賃貸収入に加え、物件売却益を見込む。
首都圏以外でも物件取得し、保有物件の地域を分散化。

20
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国内建設事業とのシナジー、戦略の軸とする3つの提供価値（「脱炭素」「廃棄物ゼロ」「防災・減災」）をベースに、
戦略事業（国際・不動産・新規事業）の取り組みを着実に推進。

戦略事業の成長

21

【国際】 マタバリ港アクセス道路建設工事を受注
バングラデシュ人民共和国において、本邦ODAにより、新た
に開港するマタバリ港と国道1号線を結ぶアクセス道路の高
架橋・盛土道路を新たに建設。当社JVが約720億円で受
注。当社における同国３件目の工事。

マタバリ港アクセス道路建設工事

工事延長
中央工区6,400m
東工区 9,121m

工事期間：42ヶ月
（2029年竣工予定）

【新規】 再エネ電力事業の推進
脱炭素社会の実現に向け、太陽光オンサイトおよびオフサイト
PPA事業を展開。オンサイトPPA事業は、当社が発電事業者
としてお客様の施設内に太陽光発電設備を設置・運営し、発
電した再エネ電力をお客様に供給。一方、オフサイトPPA事業
は、お客様の電力使用場所とは離れた場所に当社が太陽光
発電設備を設置し、電力送配電網を介して、お客様施設ま
で再エネ電力を供給。
国内の電力需給の安定化および再生可能エネルギーの有効
活用に向け、2024年7月、神奈川県相模原市の自社工場
で蓄電所 （系統用蓄電池）の運用を開始。

相模原蓄電所
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36 37 38

期末配当
20

39

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期（予想）

1株当たり配当金

中間配当
19

［参考］ROE・配当性向

5.6% 7.4% 6.6%

72.0%

53.6%
60.7% 56.6%

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期（予想）

ROE
配当性向

株主還元
2021年5月公表の長期経営計画において、自己資本配当率（DOE）4.0%以上を配当の基本方針。
2025年3月期の1株当たり年間配当金は38円。2026年3月期は1円増配の年間39円を予定。

（円）

「DOE4.0%以上」は、中長期的な業績目標であるROE10%以上と連結配当性向40%以上
とが均衡した値として配当の基本方針に設定

1株当たり配当金
（円）

※1

7.1%

22
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3つの提供価値

「３つの提供価値」を戦略の軸と定め、人材とデジタルを競争優位の源泉として、持続的な企業価値向上を目指す。

人材 デジタル技術

脱炭素 廃棄物
ゼロ 防災・減災

長期経営計画“To zero, from zero.”（2025年5月ローリング）

競争優位の源泉
人材強化と組織・風土改革
による成果創出とイノベーション
の加速

資本効率を重視した最適な
資本構成の実現と安定的な
財務基盤の構築

競争優位性と
提供価値をベースとした
強固なブランドの確立

東急建設ブランド1
現場力の強化・
システム革新・アライアンス・
M＆Aによる成長

コア事業の深化2
投資とコア事業との
シナジー追求による
成長機会の創出

戦略事業の成長3

人材・組織戦略の加速4 財務・資本戦略5

重点戦略

4 5
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1

2024年度
実績 2025年度 2027年度 2030年度

目標

収益性
営業利益 88億円 95億円 110億円以上 220億円以上
営業利益率 3.0% 2.8% 3.0%以上 5.0%以上

効率性
ROIC※1 5.2% ― ― 7.0%以上
ROE 6.6% 7.1％ 8.0%以上 10.0%以上

健全性
D／Eレシオ 0.26倍 0.5倍以下 0.5倍以下
自己資本比率 37.1% 40%程度 45%程度

非財務

従業員エンゲージメント
レーティング※2 BB A A AAA
GHG排出量
Scope1・2※3 ― 26.2％削減 34.9%削減 47.9%削減
GHG排出量
Scope3※3 ― 17.5％削減 22.5%削減 30.0%削減

KPI

※１ ＲＯＩＣについては、現状では収益力の回復に取組み、中長期的な目標水準として2030年度7.0%以上を目指すことを掲げております。
※２ 株式会社リンクアンドモチベーション「モチベーションクラウド」によるエンゲージメントレーティング。対象は子会社を含めたグループ全体の従業員。全11段階に分かれており、2024年度実績の「ＢＢ」は、「ＡＡＡ」「ＡＡ」「Ａ」「ＢＢＢ」に次ぐ上位から５段階目のレーティング。
※３ 2018 年度を基準としております。ＧＨＧ排出削減目標はＳＢＴ認証における１.５℃基準（参照：SBTi Corporate Near-Term criteria ver5.2）に基づき設定しております。なお、2024 年度実績は、第三者保証を取得後に開示を予定しております（2025 年 ７月予定）。

23
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工事の安全・品質確保の徹底、生産性の向上に継続的に取り組むことで、より高い収益性を目指す。
人的資本投資を一層拡大し、人材力を戦略的に強化することで2030 年度までの成長を確実なものとする。

中長期での成長に向けた取り組み

24

35

-60

51

81
88 95

110

-0.09

-0.04

0.01

0.06

0.11

0.16

0.21

0.26

0.31

営業利益

成長軌道への転換

20      21       22        23       24        25（予想） 27（予想） 30（目標）年度

■2025年5月長計ローリング

2030年度までの国内建設投資を、これまでの漸減傾向
から、一定の増加が期待できる予測へと見直し。

供給力不足が続くことも想定されることから、「需給バランス
の変化を踏まえた採算性向上」を意識。

・工事の安全・品質確保の徹底、生産性の向上に継続的
に取り組むことで、より高い収益性を目指す。

・人的資本投資を一層拡大し、人材力を戦略的に強化
することで計画最終年度である2030 年度までの成長を
確実なものとする。

220億円以上
（単位：億円）



資本コストや株価を意識した経営の
実現に向けた取り組み状況
2025年3月期 決算説明会
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株主資本コスト、収益性に対する認識
CAPMによる推計では株主資本コストは6~7%と認識。
短期と中長期の観点から改善施策を推進し、長期経営計画KPIである2030年度のROE10%以上を目指す。

▍ROEの推移

25

株主資本コスト6-7%

▍株主資本コスト(CAPM※による推計）

※株主資本コスト＝
① リスクフリーレート + ② β(ベータ) × ③ マーケットリスクプレミアム

① リスク
フリーレート ② β(ベータ) ③ マーケット

リスクプレミアム

実質的にリスクのな
い投資(安全資産
への投資)に対する
利回り

対象企業のリスク
(株式市場全体の
リスクとの比較)

株式市場全体のリ
スク(安全資産へ
の投資との比較）

0.8％程度 0.89 6.0～6.9％

+ ×

＝ 株主資本コスト 6％～7％程度 5.6%

7.4%

6.6%

7.1%

22年度 23年度 24年度 25年度
（予想）

27年度
（予想）

・・・ 2030年
目標

ROE10%以上

 リスクフリーレート ：10年国債利回り（2年平均・日次）
 β値 ：Levered β  週次5年
 ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸﾌﾟﾚﾐｱﾑ：日本証券経済研究所モデル
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PBRの現状認識、改善に向けた施策
PBR1倍割れの現状を重く受け止め、人的資本経営や強みを活かした市場機会の獲得など成長に向けた取り組みを
通じたROE向上や資本コスト低減施策に注力。

• 人的資本経営の推進
• 強みを活かした市場機会の獲得

• 安定的かつ継続的な株主還元
（DOE4%）

• 株式市場との対話、情報開示の充実

• 稼ぐ力の再構築（現場力の強化）
• 働き方改革、品質向上に向けた取り組み
• 非効率資産の縮減、有利子負債の活用

成長に向けた
取り組み

資本コスト
低減

PERPBR ROE

ROE向上

株主資本コスト低減

PBR改善

26

PBR1倍

0.61 
0.76 0.75 

0.88 0.86 

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

▍PBRの推移
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非効率資産の縮減（政策保有株式の縮減）
資本効率と戦略的意義（事業とのシナジー、安定収益の確保等）に基づき保有適否を判断。
縮減方針に基づき、24年度も一部売却。今後も縮減に努める。

27

（単位：百万円／％）

17,934

16,478

14,222 14,388

17.3% 17.7%
14.8% 14.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

21年3月末 22年3月末 23年3月末 24年3月末 25年3月末 2030年度

政策保有株式
保有残高

連結純資産比率

さらなる縮減を
推進

早期に
10%以下
を目指す

ROE向上 資本コスト低減
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事業ポートフォリオの変革を実現するための成長投資として、2030年度までに1,830億円を投じる。
営業CF、政策保有株式売却を原資とし、成長投資に加え、DOE4.0%以上の安定配当を実施。

キャッシュアロケーション（2021年度～2030年度）

28

2030年度までに連結純資産に占
める投資有価証券比率を10%
以下とする

最適資本構成の追求による資本
効率の重視と安定的な財務基盤
の構築

財務規律（D/Eレシオ：0.5倍
以下）を意識しつつ、有利子負債
を積極活用

自己資本配当率（DOE）
4.0%以上

自己株式取得は機動的に実施

営業
キャッシュフロー

有利子負債

政策保有株式

【コア事業】

株主還元
410億円

株主還元方針

投資額
1,830億円

成長投資財務・資本戦略

政策保有株式に関する方針

収益性の向上

稼ぐ力の再構築と事業ポートフォリ
オの変革により2030年度に連結
営業利益220億円を目指す

【戦略事業】

技術開発関連
生産システムの革新・DX推進投資
M&A投資

【人材・DX投資】

340億円

※上記には一部販管費計上分も含む

キャッシュ創出 キャッシュ配分

880億円
国際事業拡大M&A投資
不動産取得など不動産事業投資
新規事業インキュベーション投資
コンセッション/PPP事業投資
ベンチャーファンドや企業等への投資

610億円
競争優位の源泉への投資
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「建設事業とのシナジーによる成長」と「安定した収益の確保」のため、戦略事業を成長させ、2030年度の事業ポー
トフォリオを、コア事業：戦略事業＝75%：25％へ変革。競争優位の源泉である人的資本への投資を拡大。

事業ポートフォリオの変革と人的資本投資の拡大

29

建設生産システム変革に対応するデジタル人材育成
ライフサイクルを通じた顧客接点のデジタル化
BIM/CIMによるデータプラットフォーム構築・運営

専門人材の獲得、プロフェッショナル人材育成
イノベーションを創造する企業文化醸成

人事制度改革、処遇改善および人材育成投資
全社DXを推進するシステム基盤・環境整備

コア事業（国内建築、国内土木、建築リニューアル）

戦略事業（国際事業、不動産事業、新規事業）

共通（採用・育成・リスキリング）

ROE向上 資本コスト低減

コア事業 94%
戦略事業 6%

コア事業 75%
戦略事業 25％

事業ポートフォリオの変革

（2030年度）（2019年度） 100億円 610億円
2025年5月ローリング計画2023年5月ローリング計画

スキルシフト、人材獲得など人材ポートフォリオを見直す

6%
25%

94%
75%

2019年度 2030年度

事業ポートフォリオ

戦略事業

競争優位の源泉（人材×デジタル技術）への投資

（2021-2030年度の投資総額）（売上総利益の割合）

コア事業



Copyright(C) Tokyu Construction. All rights reserved. 30

強みを活かした市場機会の獲得 東急線沿線と渋谷のまちづくり 歩みと強み
ROE向上 資本コスト低減

まちづくりの歩み

東急グループの一員として、長くまちづくりに携わる中で、地域や利用者を強く意識した「生活者志向」。
鉄道・駅周辺開発における世界屈指の実績・技術・ノウハウを活かして、新たな市場機会を獲得していく。

都市機能を止めない技術
培ってきた強み

長年培われたノウハウ

東急東横線渋谷駅～代官山駅間地下化
事業(2013年)では、終電から約3時間半
で、総勢約1,200名の工事関係者が作業
を完了させ、一夜で地上の線路を地下化。
翌朝利用者に変わらない日常を提供。

事業を超えたチームワーク

渋谷スクランブルスクエア(2019年)は、渋谷駅直
上約230ｍの超高層建築。建設技術の難易度
だけでなく、複雑に絡み合う他の再開発事業との
調整、施工中の建物内を通り抜ける一般歩行者
通路、周囲には高速道路や地上・地下の鉄道な
どの課題を克服し約5年に及ぶ工事を完成。

鉄道工事や世界屈指の人流を誇る渋谷の工事を進める技術な
ど顧客の課題解決を通じ培った都市機能を止めない建設技術。

これまで積み重ねてきた工事の実績が、ノウハウとして社内で継承。

工事現場のチームワークに加え、土木と建築が事業を超えて連
携することで、円滑な工事推進とまち全体の価値を向上。

東急線沿線などのまちづくりを土木と建築が連携して下支えして
きた歴史と、当社共通の価値観、「生活者志向」 （ひとつの建
物ではなくお客様・生活者の視点で“まち”全体を考える）によ
り、複雑に関係し合う工事の利害を調整。
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技術・ノウハウ、チームワークを活かし、これまで難易度の高い渋谷の建設プロジェクトを遂行。
数多くの再開発事業が計画され、渋谷の今後のポテンシャルは大きい。

空撮写真のハイライトした建物やインフラが当社施工実績。地図は公表資料を元に当社にて作成。

③渋谷スクランブルスクエア

②渋谷ストリーム
©渋谷ストリーム

①渋谷ヒカリエ
©東急株式会社

④東京メトロ銀座線渋谷駅

東横線・副都心線 渋谷駅

国道246号線渋谷駅東口歩道橋
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都市再生緊急
整備地域

渋谷ｱｸｼｭ
渋谷二丁目
西地区

宮益坂地区

②渋谷ストリーム

①渋谷ヒカリエ

青山ﾊﾟｰｸﾀﾜｰ

渋谷ｷｬｽﾄ

渋谷区役所他

渋谷ﾏｰｸｼﾃｨ

セルリアンタワー

渋谷ブリッジ

渋谷
サクラステージ

道玄坂二丁目
南地区

Bunkamura

Shibuya Upper
West Project
（東急百貨店本店跡地）

QFRONT
SHIBUYA
109

渋谷ｽｸﾗﾝﾌﾞﾙ
ｽｸｴｱ駅街区
中央・西棟

③渋谷ｽｸﾗﾝﾌﾞﾙ
ｽｸｴｱ東棟

④東京メトロ銀座線
渋谷駅改良工事

■東急建設の主な施工実績
■東急建設の施工中プロジェクト
■進行中の再開発事業(当社以外)

■公表されている再開発事業等

青山病院跡地

強みを活かした市場機会の獲得 渋谷のまちづくり 「今後のポテンシャル」
ROE向上 資本コスト低減

MITAKE
Link Park

渋谷2-22地区

公園通り西地区

Image by Mir, Copyright 
Snøhetta and NIKKEN 
SEKKEI LTD

©渋谷駅街区共同ビル事業者

©宮益坂地区市街地再開発準備組合
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駅機能や都市基盤施設の開業に向け、当社ならではの実績、技術・ノウハウ、チームワークを活かし、渋谷の価値向
上と当社の企業価値向上を図る。

「Shibuya Upper West Project」 着工

外観イメージ（Image by Mir, Copyright Snøhetta and NIKKEN SEKKEI LTD）

渋谷スクランブルスクエア第Ⅱ期（中央棟・西棟）着工

強みを活かした市場機会の獲得 渋谷のまちづくり 「第２フェーズへ」

東急百貨店本店跡地において渋谷の新たなランドマークとなる
「Shibuya Upper West Project（渋谷アッパー・ウエスト・
プロジェクト）が2025年1月に着工。当社は施工JVの一員と
して参画。

事業主 東急(株)、L Catterton Real Estate、(株)東急百貨店

用途 リテール、ホテル、レジデンス、ミュージアム など

延床面積 約119,000㎡ （※Bunkamura含む）

階数 新築部分：地上34階 地下4階（高さ155.7m）
Bunkamura：地上7階 地下2階

竣工 2029年度予定

建築施工者 大林・東急・西武建設共同企業体

＜スクランブル交差点からの視点＞ ＜宮益坂交差点方面からの視点＞

事業主 東急(株)、東日本旅客鉄道(株)、東京地下鉄（株）

用途 店舗、駐車場等

延床面積 約95,000㎡ （参考 全体完成時 約 276,000 ㎡）

階数 中央棟:地上 10 階 地下 2 階（高さ約61m）
西棟:地上 13 階 地下４階（高さ約76m）

竣工 2031年度予定

施工者 東急建設株式会社

2019 年の渋谷スクランブルスクエア第Ⅰ期（東棟）の開業に引き
続き、2025 年 5 月に渋谷スクランブルスクエア第Ⅱ期（中央棟・西
棟）工事に着手。当社の強みを活かし難工事を推進する。
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©渋谷駅街区共同ビル事業者 ©渋谷駅街区共同ビル事業者
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「支援」から「分担」への変革✓ 品質、安全・安心を担う意識を
徹底した逸失利益の防止

✓ 中長期を見据えたデジタル活用、
人材育成

✓

 作業所技術員のコア業務注力
• 本社部門からの支援
• 派遣・アウトソーシングの活用

 ICTツール・省力化工法の導入・拡充

 品質管理体制強化・支援
• 現地詰所のサテライトオフィス化
• シフト制・フレックス制の活用
• 4週8閉所※1を前提とした工事計画

働き方改革、生産性向上に向けた取り組み
時間外労働上限規制を変革のチャンスと捉え、より生産的で満足度の高い働き方を実現。
協力会社と連携しながら、施工技術やノウハウを継続的に高めるとともに、デジタルを活用し、生産性向上を図る。

生産性向上・コア業務への注力

 協力会などによる連携強化
 作業所の好事例、改善事例の発表イベントを

毎年開催
 人権教育の支援
 協力会社の入職支援
 協力会社の求人支援サイト「TQ-BUDDY※2」を

新たに構築

協力会社との共創

※1 4週8閉所：4週間のうちに8日の休日を確保する制度（週休2日制）
※2 TQ-BUDDY： 2023年に公開した、当社と取引のある専門工事協力会社の求人情報サイトであり、求職者は各協力会社の求人に直接応募することが可能

実施目的

4週8閉所実施割合の向上

具体的な施策

より生産的で満足度の高い
働き方の実現

ROE向上 資本コスト低減
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2025年4月建築事業本部に「支援育成センター」を設置
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担い手不足、労働時間の制約など課題解決に向け、BIM/CIMを中心とした建設生産システム改革を加速。
従業員のデジタルリテラシー向上に向けた育成施策を強化、協力会社との連携をより推進。

デジタルを活用した建設生産システムの変革

34

※1 デジタルツインとは、現実の建物がバーチャル空間で再現されている状態
※2 PCa(Precast Concrete)とは、専用工場においてあらかじめコンクリート製品を製作した後、
建設現場へ運搬して設置を行う工法。一般にコンクリート構造物は、現場においてコンクリートを
打設して造られるが、この工法の活用により生産性向上や使用材料のロス削減が見込める。

【建築】デジタルツイン※1を見据え、BIMを中心としたデジ
タル技術による省力化・効率化を、協力会社とも連携し実
績蓄積

国土交通省『インフラDX大賞』優秀賞を受賞

【土木】50%の工程削減効果をあげた、４Dシミュレー
ションを用いたPPCaボックスカルバートの施工

合格者

521名
（約20%/2,494名）

（2025年3月末現在）

【共通】従業員のデジタルリテラシーの向上

（R2国道246号渋谷駅周辺地下道工事）

ゲームエンジンを使用した
VR×4Dシミュレーション

https://www.tokyu-cnst.co.jp/topics/2575.html

ROE向上 資本コスト低減

https://www.tokyu-cnst.co.jp/topics/2575.html
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人的資本経営の推進（理念・ビジョン浸透）
全従業員を対象に、経営層と従業員が少人数でオンラインで対話する「ビジョン対話」を年間を通じて実施。
理念・ビジョン・長期経営計画を共有し、共感を得ることで、従業員の自律的な行動を後押し。

ROE向上 資本コスト低減

2024年度 4巡目2023年度 3巡目2022年度 2巡目2021年度 1巡目

参加
状況

テーマ

評価

改善
事項

実施状況

新たに策定したビジョンの
理解、浸透のきっかけづくり

ビジョン実現・変革に
必要な行動変容

「感動」（仕事のやりがい・
誇り・ビジョンの再認識）

「夢」（存在理念「一人ひ
とりの夢の実現」を深掘り)

• 2,436名（参加率93%）
• 511回

• 2,447名（90%）
• 571回

• 2,371名（90%）
• 495回

• ビジョンが抽象的で具体的な施
策が見えない

• 品質事故からの信頼回復

• 対話活性化に向けた具体的な
議論テーマへ見直し

• 相対的な強み不足や将来への
不安

• 主催者による進行のばらつき

• 働き方改革への不安の増加
• 心理的安全のある対話を評価

• 経営層全員の共通認識醸成
に向けた事前議論

• 役員の考え、思いを社内報で
公開

• 未来志向のポジ
ティブなテーマへ

• 従業員と会社のベ
クトル強化

今後も
永続的
に実施

• 全従業員を対象に、経営層1名と従業員5名でオンライン対話
• ファシリテーターは、社長を含む役員・執行役員（月2回実施）
• 従業員は、部署・年齢・職種などランダムの組み合わせ

ビジョン対話とは

• 「VISION2030」とその実現に向けた長期経営計画は、困難や変革を伴うため
従業員それぞれが腹落ちをしていく必要性

• 会社が目指す姿を経営層が繰り返し伝えることで、理解・共感、自律的な行動
につなげるサイクルを目指す

取り組みの背景
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• 2,328名（86%）
• 499回

• 「夢」を起点に働く意味の
再認識ができたことをポジ
ティブに評価



Copyright(C) Tokyu Construction. All rights reserved.

株式市場との対話、情報開示の充実
株主・投資家との建設的な対話の実施・積極的な開示により情報の非対称性を低減。
企業価値向上のためIR活動で得た意見は経営層や社外取締役へ報告。

ROE向上 資本コスト低減

IR活動を通じ、
株式市場との相互理解・

信頼関係を構築

情報開示

市場との
対話

課題抽出社内共有

改善施策
の実行

主な活動状況 経営のPDCAへの活用

4Q3Q2Q1Q

情
報
開
示

対
話

• 決算参考資料
• 決算説明会

Qごとのアクション
IR活動実績、株主・投資家意見の報告、社内関係部署への情報共有

• 決算参考資料
• 統合報告書発行

• 決算参考資料
• 第2四半期決算説

明会

• 事業説明会
• 従業員向け決算

説明会

年間対応（随時）
積極的なニュースリリース、コーポレートサイトサイト充実

問合せ・アンケート対応

年間対応（随時）
IR個別面談、（社内）関係部署へのヒアリング・作業所訪問

• 現場見学会
• 株主機関投資家と

の建設的な対話

• 事業説明会 • 事業説明会
• 従業員向け決算

説明会

• 決算参考資料

36
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強みを活かした市場機会の獲得 3つの提供価値、デジタル技術
戦略の軸とする3つの提供価値（「脱炭素」「廃棄物ゼロ」「防災・減災」）の分野でプレゼンスを高める。
デジタル技術を活用しビジネスを再構築するため、新工法の開発、他社との連携、社内への意識浸透を推進。

ROE向上 資本コスト低減

3つの提供価値 主な施策

市場機会の獲得事例

• 事業活動における全使用電力の再エネ化
• 重機・ダンプ燃料の非化石燃料化
• 建設資材の脱炭素化
• 廃プラスチックなど廃棄物の最終処分量削減
• 再生材の使用推進
• 廃棄物再資源化技術の開発と運用

気候変動対応

• 再エネ関連事業への参入
• 木造建築事業の推進
• 脱炭素関連技術の開発と運用
• 建物健康診断技術による防災・減災、長寿命化
• 豪雨被害予測技術の活用
• インフラアセットマネジメント推進によるインフラ長寿命化
• デジタルツインによる被災シミュレーションツールの構築

収益機会の獲得
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【防災・減災】 トンネル点検システムの活用
当社と株式会社テクノコンサルタントが中心となり、

大分県大分市を拠点とする「トンネル点検工法研究
会（以下、研究会）」を設立しました。

本研究会が拠点とする大分県は、道路トンネルの
本数が都道府県の中で最も多く、大分県のインフラ
の長寿命化に関する取り組みや新技術の活用は、
日本国内のインフラ維持管理においてモデルケースに
なると考えています。お客様への提供価値の一つとし
て掲げる「防災・減災」の取り組みの一環として、トン
ネル点検システム「iTOREL」の社会実装に努めてい
きます。

トンネル点検システムによる画像撮影と
打音検査

【脱炭素】 CO2削減および施工省力化できるコンクリートを開発
当社と東京理科大学は、CO2排出量を削減するとともに、施工の省力化を

実現できるコンクリート「ハイプロダクリート（High-producrete）」（商標登録
出願中）を共同で開発しました。「ハイプロダクリート」は、『ポルトランドセメントの
大部分を資源循環材料（副産物、リサイクル材料等）使用の混和材に置き
換えることでCO2排出量を削減し、スランプ管理コンクリートよりも流動性を高め
て施工の合理化や省力化を図ること』をコンセプトとしています。
当社では、本年度中に「ハイプロダクリート」を現場適用する予定です。

構築した壁部材の出来
栄え

左：従来のコンクリート
右：ハイプロダクリート
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業績推移
2003年の会社分割以降、最大の課題であった自己資本額を着実に積み上げ1,000億円の水準。
ROEは、2015年度以降低下傾向。長期経営計画最終年度の2030年度には10％以上を目指す。
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（単位：百万円／％）

44,672

54,002
66,151

78,949

92,633
101,215 102,963

92,490
95,248 99,966 101,357

14.5%

27.0%

22.8% 22.2%

18.1%
15.4%

2.6%

-7.6%

5.6%
7.4%

6.6% 7.1%

-9.0%

-4.0%

1.0%

6.0%

11.0%

16.0%

21.0%

26.0%

31.0%
自己資本 ROE

10%以上
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ビジネスモデルと事業概要
官公庁、民間企業から請け負った一品受注生産の建設工事を、数多くの専門工事会社と協働し完成させる。
長期にわたり工事の安全・品質・コスト・工期・環境面を統括して施工管理を行い、満足いただけるものを提供する。

信 頼 関 係

官公庁鉄道事業者・民間企業 海外
（ODA・民間）

品質

コスト 工程

安全

環境

強固な信頼関係に基づく事業展開

事業概要

顧客 協力会社

統括・一貫した施工管理

専門工事会社（サブコン）・
地方ゼネコン

資材・建機サプライヤー

ニ
ー
ズ
共
有

受
発
注

協
働

専
門
的

知
見

コア事業 戦略事業

国内建築

国内土木

建築リニューアル

国内のオフィスビル・官公庁・学校などの
建築工事
国内の鉄道工事、道路・上下水道などの
社会インフラの建設

建築物のリニューアル工事

不動産

国際

新規

賃貸事業・等価交換事業

ODA土木工事（鉄道・道路整備）・高層建築
・工場建設

空港や上下水道などのPPP／コンセッション事業

実績があり信頼できる
建設会社に伴走して

もらいたい

付加価値の高い建物／
良質なインフラが必要

一品受注生産
の建設

安全・安心の
社会インフラ
構築

シナジー

39
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（参考）建設資機材高騰等の現状（日本建設業連合会）

40出典：日本建設業連合会「建設資材高騰・労務費の上昇等の現状」



【お問い合わせ先】
経営戦略本部 コーポレート・コミュニケーション部
西田／森田／橋本
ＴＥＬ ０３－５４６６－５００8
ＵＲＬ webmaster@tokyu-cnst.co.jp

mailto:webmaster@tokyu-cnst.co.jp
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